
 
 

債務負担成立判定に係る基準の一部見直し等に伴う 

「金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書」等の一部改正について 

 

 

Ⅰ．改正趣旨 

当社の金利スワップ取引清算業務において、新規債務負担の申込みに係る棄却抑制効果の向上を目的

として、債務負担成立判定に係る基準の一部見直しを行うほか、清算参加者の利便性向上を目的とする

対応等のため、金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等について別紙のとおり所要の改正を行

います。 
 

 

Ⅱ．改正概要 

１．新規債務負担時の債務負担成立判定に係る基準の一部見直し 
・ 新規債務負担の申込みに係る棄却抑制効果の向上を目的に、

債務負担時所要証拠金に足りる額が当社に預託されていない

場合であっても清算約定を成立させる債務負担成立判定基準

のうち、想定元本に係る基準を撤廃します。 
・ 受託清算参加者が自己取引口座及び委託取引口座について任

意のグループを作成し、当社が定める債務負担時所要証拠金

不足許容上限額の範囲内で、各グループに対する債務負担時

所要証拠金不足許容額の割当てを可能とします。この場合、

債務負担成立判定に係る債務負担時所要証拠金不足額が当該

自己取引口座又は委託取引口座の属するグループの債務負担

時所要証拠金不足許容額以下である場合には、債務負担を可

能とします。 
 

（備  考） 

 

・ 金利スワップ取引清算業務

に関する業務方法書（以下

「ＩＲＳ業務方法書」とい

う。）第４９条第１項等 

・ 金利スワップ取引清算業務

に関する業務方法書の取扱

い（以下「ＩＲＳ業務方法

書の取扱い」という。）第

２８条第５項等 

２．パッケージ取引に係る債務負担要件の変更 
・ 債務負担の申込みに係る棄却抑制や利便性向上の観点から、

パッケージ取引の債務負担要件のうち、パッケージ取引を構

成する適格金利スワップ取引の当事者に係る要件について

は、当事者が各取引間で同一であること（当事者が清算委託

者である場合はその受託清算参加者も同一であること）のみ

とし、その他当社が通知又は公示により定める要件について

は廃止します。 
 

 

・ ＩＲＳ業務方法書の取扱い

第２８条第１項 

 

３．一括コンプレッション成立要件の変更 
・ 一括コンプレッションの申込みが行われる日において、当社

が速やかに債務負担の申込みに係る通知の受領を再開する観

点から、一括コンプレッションの成立要件である日中証拠金

の預託確認の対象を「一括コンプレッションに参加する清算

参加者」へ変更します。 
 

 

・ ＩＲＳ業務方法書第５３条

の２の２第２項 



 

 
 

４．トライパーティ担保管理サービスへの対応 
・ 担保事務の負荷軽減や担保の効率利用を目的に、代用有価証

券の預託及び管理方法として、トライパーティ担保管理サー

ビスを用いる方法を追加します。 
・ トライパーティ担保管理サービスにより預託された代用有価

証券についてはコラテラル手数料の対象外とします。 
 

 

・ ＩＲＳ業務方法書の取扱い

第１３条第１項等 

・ 金利スワップ取引清算業務

に係る手数料に関する規則

第５条の４第２項 

 

５．その他 
・ その他、所要の改正を行います。 

 

 

 

 

Ⅲ．施行日 
２０２６年１０月５日から施行します。 
（ただし、トライパーティ担保管理サービスへの対応については、

２０２６年１０月５日以後の当社が定める日から施行します。） 

 

※ただし、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済を行うために必要な当社が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正後の規定を適用することが適当でないと当社が認める場合には、２０

２６年１０月５日以後の当社が定める日から施行します。 

以   上  



 

 
 

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書等の一部改正新旧対照表 
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金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（債務負担による清算約定の成立） 

第４９条 当社は、適格金利スワップ取引の両当

事者である清算参加者から前条第１項の申込

みに係る通知を受領した場合には、その内容及

び当該適格金利スワップ取引が当社の定める

条件を満たすこと並びに当該清算参加者が当

社の定める方法により算出する証拠金（以下

「債務負担時所要証拠金」という。）を当社に

預託又は交付していること（以下これらの事項

を「債務負担要件」という。）を当社が定めると

ころにより確認し、当社が債務負担要件の充足

を確認することができた場合には、当社が定め

る時点をもって、債務負担の対象となった適格

金利スワップ取引の一方の当事者であった清

算参加者（以下本条において「清算参加者Ｘ」

という。）と当社の間に、当社の取引ポジショ

ンを当該適格金利スワップ取引において清算

参加者Ｘの相手方当事者であった清算参加者

（以下本条において「清算参加者Ｙ」という。）

と同一とする金利スワップ取引が成立し、清算

参加者Ｙと当社の間に、当社の取引ポジション

を清算参加者Ｘと同一とする金利スワップ取

引が成立するものとする。ただし、債務負担要

件のうち、債務負担時所要証拠金に足りる額が

当社に預託又は交付されていない場合であっ

ても、前条第１項の債務負担の申込みに係る通

知を当社が受領した時点で、次の各号に掲げる

基準を満たすときには、本項が規定する金利ス

ワップ取引が成立するものとする。 

（削る） 

 

 

（１） 当該申込みに係る自己取引口座又は委

託取引口座の属するグループ（当社が定める

方法により清算参加者又は受託清算参加者

が申告した自己取引口座及び委託取引口座

（債務負担による清算約定の成立） 

第４９条 当社は、適格金利スワップ取引の両当

事者である清算参加者から前条第１項の申込

みに係る通知を受領した場合には、その内容及

び当該適格金利スワップ取引が当社の定める

条件を満たすこと並びに当該清算参加者が当

社の定める方法により算出する証拠金（以下

「債務負担時所要証拠金」という。）を当社に

預託又は交付していること（以下これらの事項

を「債務負担要件」という。）を当社が定めると

ころにより確認し、当社が債務負担要件の充足

を確認することができた場合には、当社が定め

る時点をもって、債務負担の対象となった適格

金利スワップ取引の一方の当事者であった清

算参加者（以下本条において「清算参加者Ｘ」

という。）と当社の間に、当社の取引ポジショ

ンを当該適格金利スワップ取引において清算

参加者Ｘの相手方当事者であった清算参加者

（以下本条において「清算参加者Ｙ」という。）

と同一とする金利スワップ取引が成立し、清算

参加者Ｙと当社の間に、当社の取引ポジション

を清算参加者Ｘと同一とする金利スワップ取

引が成立するものとする。ただし、債務負担要

件のうち、債務負担時所要証拠金に足りる額が

当社に預託又は交付されていない場合であっ

ても、前条第１項の債務負担の申込みに係る通

知を当社が受領した時点で、次の各号に掲げる

基準を満たすときには、本項が規定する金利ス

ワップ取引が成立するものとする。 

（１） 当該申込みに係る適格金利スワップ取

引の想定元本が、当社が定める金額未満であ

ること。 

（２） 次のａ又はｂに掲げる区分に応じて、

当該ａ又はｂに定める基準を満たすこと。 

ａ 当該申込みに係る自己取引口座 

当該申込みをした清算参加者の自己取

別紙 



 

2 
 
 

をもって構成されるグループをいう。以下本

号において同じ。）に属するすべての取引口

座に係る債務負担時所要証拠金不足額（当該

申込みに係る取引口座が委託取引口座であ

る場合であって、第８４条の７第１項の規定

により、当該委託取引口座にカスタマーバッ

ファーが充当可能と認められるときは、当該

充当後の債務負担時所要証拠金不足額）の合

計額が、当該グループに配賦された債務負担

時所要証拠金不足許容額（当社が定める方法

による清算参加者又は受託清算参加者の申

告に基づき、当社が定める上限額の範囲内で

各グループに配賦された金額をいう。）以下

であること。 

 

 

 

 

 

 

（２） （略） 

（３） （略） 

引口座に係る債務負担時所要証拠金不足

額が、当社が定める上限額（次のｂに定め

る配賦がなされた場合には、配賦に伴う減

少後の額。以下「債務負担時所要証拠金不

足許容上限額」という。）以下であること。 

ｂ 当該申込みに係る委託取引口座 

受託清算参加者が自己取引口座に係る

債務負担時所要証拠金不足許容上限額か

ら当該申込みに係る委託取引口座に配賦

（受託清算参加者が当社が定める方法で

申告することにより、当該受託清算参加者

の自己取引口座に係る債務負担時所要証

拠金不足許容上限額を、当該委託取引口座

に配賦することをいう。）を行った場合で

あって、当該委託取引口座に係る債務負担

時所要証拠金不足額（第８４条の７第１項

の規定により、当該委託取引口座にカスタ

マーバッファーを充当可能な場合は、当該

充当後の債務負担時所要証拠金不足額）が

当該配賦を受けた上限額以下であること。 

（３） （略） 

（４） （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

 

（清算約定の一括コンプレッション） 

第５３条の２の２ （略） 

２ 当社は、前項の規定により清算参加者から清

算約定の一括コンプレッションの申込みを受

けた場合において、当該清算約定及び一括コン

プレッションにより新たに成立する清算約定

が当社の定める条件を満たすこと並びに一括

コンプレッションに参加する清算参加者が一

括コンプレッションが成立したと仮定して算

出する日中証拠金所要額について当社に預託

又は交付していること（以下これらの事項を

「一括コンプレッション成立要件」という。）

を当社が定めるところにより確認するものと

し、一括コンプレッション成立要件を満たして

いるときは、当社が当該確認を行った時点をも

（清算約定の一括コンプレッション） 

第５３条の２の２ （略） 

２ 当社は、前項の規定により清算参加者から清

算約定の一括コンプレッションの申込みを受

けた場合において、当該清算約定及び一括コン

プレッションにより新たに成立する清算約定

が当社の定める条件を満たすこと並びにすべ

ての清算参加者が一括コンプレッションが成

立したと仮定して算出する日中証拠金所要額

について当社に預託又は交付していること（以

下これらの事項を「一括コンプレッション成立

要件」という。）を当社が定めるところにより

確認するものとし、一括コンプレッション成立

要件を満たしているときは、当社が当該確認を

行った時点をもって、当社及び当該清算参加者
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って、当社及び当該清算参加者は、当該清算約

定を終了させ、当該一括コンプレッションの申

込みの内容に従い新たな清算約定を、清算約定

（担保型）として成立させる。 

３～７ （略） 

 

は、当該清算約定を終了させ、当該一括コンプ

レッションの申込みの内容に従い新たな清算

約定を、清算約定（担保型）として成立させる。 

 

３～７ （略） 

 

（カスタマーバッファーの利用） 

第８４条の７ 清算委託者が、第５４条又は第５

４条の２に規定するところにより有価証券等

清算取次ぎの委託を行った場合において、債務

負担時所要証拠金に足りる額が当社に預託又

は交付されていないときであって、新規債務負

担時カスタマーバッファー利用可能額が債務

負担時所要証拠金不足額以上であるとき又は

新規債務負担時カスタマーバッファー利用可

能額が債務負担時所要証拠金不足額を下回る

場合において、第４９条第１項第１号から第３

号までに掲げる基準を満たすときには、当社の

定めるところにより、債務負担時所要証拠金不

足額に当たる額（新規債務負担時カスタマーバ

ッファー利用可能額が債務負担時所要証拠金

不足額を下回る場合にあっては新規債務負担

時カスタマーバッファー利用可能額に当たる

額）のカスタマーバッファーが当該清算委託者

に係る委託取引口座に自動的に充当され、当社

は、当該充当されたカスタマーバッファーの額

を預託額に含めて債務負担要件の充足を確認

するものとする。 

２～５ （略） 

（カスタマーバッファーの利用） 

第８４条の７ 清算委託者が、第５４条又は第５

４条の２に規定するところにより有価証券等

清算取次ぎの委託を行った場合において、債務

負担時所要証拠金に足りる額が当社に預託又

は交付されていないときであって、債務負担時

所要証拠金不足額から新規債務負担時カスタ

マーバッファー利用可能額に当たる額を控除

した額が、第４９条第１項第２号ｂに規定する

上限額以下であるときには、当社の定めるとこ

ろにより、債務負担時所要証拠金不足額に当た

る額（新規債務負担時カスタマーバッファー利

用可能額が債務負担時所要証拠金不足額を下

回る場合にあっては新規債務負担時カスタマ

ーバッファー利用可能額に当たる額）のカスタ

マーバッファーが当該清算委託者に係る委託

取引口座に自動的に充当され、当社は、当該充

当されたカスタマーバッファーの額を預託額

に含めて債務負担要件の充足を確認するもの

とする。 

 

 

２～５ （略） 

 

 

付  則  

１ この改正規定は、令和８年１０月５日から施

行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当

社と清算参加者の間の決済を行うために必要

な当社が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正

後の規定を適用することが適当でないと当社
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が認める場合には、令和８年１０月５日以後の

当社が定める日から施行する。 

  

  



 

5 
 
 

金利スワップ取引清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（適格金利スワップ取引の要件） 

第９条 業務方法書第２条第１項第４７号に規

定する当社が定める要件は、次に掲げるすべて

の要件（有価証券等清算取次ぎの委託に基づい

て成立する清算参加者間の金利スワップ取引

及び損失回避取引については、第１号を除くす

べての要件）とする。ただし、第５号ｅからｇ

までに掲げる事項の取扱いは、当社が公示によ

り定める。 

（１）～（７） （略） 

（８） 契約期間が、次のａ及びｂに掲げる変

動金利の決定方法の金利スワップ取引ごと

に、当該ａ及びｂに定める日数以上であるこ

と。 

ａ （略） 

ｂ 前ａに掲げる変動金利の決定方法以外

の変動金利の決定方法 ２８日 

（９）～（１５） （略） 

 

（代用有価証券） 

第１３条 業務方法書第７条第１項に規定する

当社が定める代用有価証券の代用価格は、別表

１の「代用有価証券の種類」欄に掲げる有価証

券の種類に応じて、同表の「時価」欄に掲げる

時価に、同表の「時価に乗ずべき率」欄の値を

乗じた額（委託当初証拠金の代用有価証券の代

用価格にあっては、当該額を超えない範囲内で

受託清算参加者及び清算委託者が合意する額）

とする。ただし、次項第２号の２に規定する方

法により預託される代用有価証券の代用価格

は、トライパーティ担保管理サービスにおいて

用いられる時価に、同表の「時価に乗ずべき率」

欄の値を乗じた額とする。 

２ 業務方法書第７条第２項に規定する代用有

価証券の預託の方法その他代用有価証券に関

する事項は、次に定めるとおりとする。 

（適格金利スワップ取引の要件） 

第９条 業務方法書第２条第１項第４７号に規

定する当社が定める要件は、次に掲げるすべて

の要件（有価証券等清算取次ぎの委託に基づい

て成立する清算参加者間の金利スワップ取引

及び損失回避取引については、第１号を除くす

べての要件）とする。ただし、第５号ｅからｇ

までに掲げる事項の取扱いは、当社が公示によ

り定める。 

（１）～（７） （略） 

（８） 契約期間が、次のａ及びｂに掲げる変

動金利の決定方法の金利スワップ取引ごと

に、当該ａ及びｂに定める日数以上であるこ

と。 

ａ （略） 

ｂ 上記ａに掲げる変動金利の決定方法以

外の変動金利の決定方法 ２８日 

（９）～（１５） （略） 

 

（代用有価証券） 

第１３条 業務方法書第７条第１項に規定する

当社が定める代用有価証券の代用価格は、別表

１の「代用有価証券の種類」欄に掲げる有価証

券の種類に応じて、同表の「時価」欄に掲げる

時価に、同表の「時価に乗ずべき率」欄の値を

乗じた額（委託当初証拠金の代用有価証券の代

用価格にあっては、当該額を超えない範囲内で

受託清算参加者及び清算委託者が合意する額）

とする。 

 

 

 

 

２ 業務方法書第７条第２項に規定する代用有

価証券の預託の方法その他代用有価証券に関

する事項は、次に定めるとおりとする。 
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（１） 国債証券の預託方法その他の取扱い 

ａ （略） 

ｂ 清算参加者は、当社が定める事項を記載

した書面を当社に提出し、あらかじめ当社

の承認を得た場合には、前ａに規定する国

債証券の預託及び返戻を、代理人を通じて

行い、受けることができる。この場合にお

いて、当該預託及び返戻は、日本銀行又は

その下位機関に設けられた当該代理人名

義の口座を通じて行うこととする。 

（２） アメリカ合衆国財務省証券の預託方法

その他の取扱い 

ａ 清算参加者は、代用有価証券としてアメ

リカ合衆国財務省証券（以下「財務省証券」

という。）を当社に預託しようとする場合

（清算委託者の代理人として預託する場

合を含む。）には、あらかじめ当社が通知に

より定めるところにより同意を得るもの

とする。 

ｂ 清算参加者は、前ａの規定に基づき財務

省証券を当社に預託する場合（清算委託者

の代理人として預託する場合を含む。）に

は、預託しようとする財務省証券につい

て、当社が指定する銀行に設けられた当社

名義の口座に振替を行うものとし、当社が

通知により定めるところにより、その旨を

当社に申告するものとする。この場合にお

ける口座振替（同一銀行内の口座振替であ

る場合を除く。）は、アメリカ合衆国のＦｅ

ｄｅｒａｌ Ｒｅｓｅｒｖｅ Ｃｏｍｍ

ｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ Ｓｙｓｔｅｍを

通じて行うものとする。 

 

 

 

ｃ 清算参加者は、代用有価証券として預託

している財務省証券の返戻を求める場合

（清算委託者の代理人として返戻を求め

る場合を含む。）には、当社が通知により定

（１） 国債証券の預託方法その他の取扱い 

ａ （略） 

ｂ 清算参加者は、当社が定める事項を記載

した書面を当社に提出し、あらかじめ当社

の承認を得た場合には、上記ａに規定する

国債証券の預託及び返戻を、代理人を通じ

て行い、受けることができる。この場合に

おいて、当該預託及び返戻は、日本銀行又

はその下位機関に設けられた当該代理人

名義の口座を通じて行うこととする。 

（２） アメリカ合衆国財務省証券の預託方法

その他の取扱い 

ａ 清算参加者は、代用有価証券としてアメ

リカ合衆国財務省証券（以下「財務省証券」

という。）を当社に預託する場合（清算委託

者の代理人として預託する場合を含む。）

には、預託の都度、あらかじめ当社が通知

により定めるところにより同意を得るも

のとする。 

ｂ 清算参加者は、前号の規定に基づき財務

省証券を当社に預託する場合（清算委託者

の代理人として預託する場合を含む。）に

は、預託しようとする財務省証券につい

て、アメリカ合衆国ニューヨーク州ニュー

ヨーク市に所在する銀行に設けられた当

社名義の口座に、差入日の前日のアメリカ

合衆国東部時間の午後２時までに振替を

行うものとし、当該口座振替を行う日の午

後４時までに、その旨を当社に通知するも

のとする。この場合における口座振替（同

一銀行内の口座振替である場合を除く。）

は、アメリカ合衆国のＦｅｄｅｒａｌ Ｒ

ｅｓｅｒｖｅ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉ

ｏｎｓ Ｓｙｓｔｅｍを通じて行うもの

とする。 

ｃ 清算参加者は、代用有価証券として預託

している財務省証券の返戻を求める場合

（清算委託者の代理人として返戻を求め

る場合を含む。）には、当該返戻を受けよう
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めるところにより、その旨を当社に申告す

るものとする。 

ｄ （略） 

（２）の２ トライパーティ担保管理サービス

を用いた代用有価証券の預託方法 

清算参加者は、トライパーティ担保管理サ

ービス（当社が公示により指定する会社（以

下「トライパーティ担保管理サービス提供会

社」という。）が提供するものに限る。以下同

じ。）を用いて代用有価証券を預託する場合

には、トライパーティ担保管理サービス提供

会社に開設された当社名義の口座に対する

振替により行うものとし、当社が通知により

定めるところにより、その旨を当社に申告す

るものとする。 

（３）・（４） （略） 

 

とする日の午前１１時までに、その旨を当

社に通知するものとする。 

ｄ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）・（４） （略） 

（債務負担に係る条件等） 

第２８条 業務方法書第４９条第１項に規定す

る当社が定める条件は、同項の適格金利スワッ

プ取引が次に掲げる要件のすべて（有価証券等

清算取次ぎの委託に基づいて成立する清算参

加者間の適格金利スワップ取引にあっては、第

１号に掲げる要件に限る。また、第４号及び第

５号に掲げる要件にあっては、当該適格金利ス

ワップ取引がパッケージ取引に属する場合に

限る。）を満たすこととする。 

（１）～（３） （略） 

（４） パッケージ取引を構成する適格金利ス

ワップ取引について、当事者が各取引間で同

一であること。ただし、パッケージ取引を構

成する適格金利スワップ取引について、当事

者が清算委託者である場合は、当該清算委託

者の受託清算参加者も同一であること。 

（５） （略） 

２～４（略） 

（削る） 

 

 

（債務負担に係る条件等） 

第２８条 業務方法書第４９条第１項に規定す

る当社が定める条件は、同項の適格金利スワッ

プ取引が次に掲げる要件のすべて（有価証券等

清算取次ぎの委託に基づいて成立する清算参

加者間の適格金利スワップ取引にあっては、第

１号に掲げる要件に限る。また、第３号及び第

４号に掲げる要件にあっては、当該適格金利ス

ワップ取引がパッケージ取引に属する場合に

限る。）を満たすこととする。 

（１）～（３） （略） 

（４） パッケージ取引を構成する適格金利ス

ワップ取引について、当事者が各取引間で同

一であることその他当社が通知又は公示に

より定める要件を満たすこと。 

 

 

（５） （略） 

２～４（略） 

５ 業務方法書第４９条第１項第１号に規定す

る当社が定める金額は、別表３に定める金額と

する。 
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５ 業務方法書第４９条第１項第１号に規定す

る当社が定める上限額は、２０億円とする。 

６ 業務方法書第４９条第１項第１号に規定す

る当社が定める方法は、金利スワップ取引清算

業務システムを用いる方法とし、当該申告の内

容は、申告を行った日の翌当社営業日に反映さ

れるものとする。 

７ （略） 

８ （略） 

９ （略） 

 

６ 業務方法書第４９条第１項第２号ａに規定

する当社が定める上限額は、２０億円とする。 

７ 業務方法書第４９条第１項第２号ｂに規定

する当社が定める方法は、金利スワップ取引清

算業務システムを用いる方法とし、当該申告の

内容は、申告を行った日の翌当社営業日に反映

されるものとする。 

８ （略） 

９ （略） 

１０ （略） 

 

（清算預託金の管理） 

第４４条 業務方法書第８７条第１項に規定す

る当社が定める方法は、次の各号に掲げる清算

預託金（清算委託者が預託した当初証拠金を除

く。）の資産区分に応じて、当該各号に定める方

法とする。 

（１）・（１）の２ （略） 

（２） 国債証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産と

は分別して保管し、清算参加者ごとに、清算

預託金の種類に区分して帳簿により管理す

る。 

ａ・ｂ （略） 

ｃ トライパーティ担保管理サービス提供

会社に開設された当社名義の口座への記

録 

（３） 財務省証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産、他

の清算業務に係る預かり資産及び清算委託

者の当初証拠金とは分別して保管し、清算参

加者ごとに、清算預託金の種類に区分して帳

簿により管理する。 

ａ 当社が指定する銀行に開設された当社

名義の口座への記録 

 

ｂ （略） 

ｃ トライパーティ担保管理サービス提供

会社に開設された当社名義の口座への記

（清算預託金の管理） 

第４４条 業務方法書第８７条第１項に規定す

る当社が定める方法は、次の各号に掲げる清算

預託金（清算委託者が預託した当初証拠金を除

く。）の資産区分に応じて、当該各号に定める方

法とする。 

（１）・（１）の２ （略） 

（２） 国債証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産と

は分別して保管し、清算参加者ごとに、清算

預託金の種類に区分して帳簿により管理す

る。 

ａ・ｂ （略） 

（新設） 

 

 

（３） 財務省証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産、他

の清算業務に係る預かり資産及び清算委託

者の当初証拠金とは分別して保管し、清算参

加者ごとに、清算預託金の種類に区分して帳

簿により管理する。 

ａ アメリカ合衆国ニューヨーク州ニュー

ヨーク市に所在する銀行に開設された当

社名義の口座への記録 

ｂ （略） 

（新設） 
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録 

２ 清算委託者（第６項に規定する清算委託者を

除く。以下本項において同じ。）の当初証拠金に

係る業務方法書第８７条第１項に規定する当

社が定める方法は、次の各号に掲げる清算委託

者の当初証拠金の資産区分に応じて、当該各号

に定める方法とする。 

（１）～（２） （略） 

（３） 財務省証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産、他

の清算業務に係る預かり資産及び清算参加

者が預託した清算預託金とは分別して保管

し、清算委託者ごとに区分して帳簿により管

理する。 

ａ 当社が指定する銀行に開設された当社

名義の口座への記録 

 

ｂ （略） 

３～５ （略） 

６ ＦＣＭ清算参加者（Ｕ．Ｓ．Ｃｏｍｍｏｄｉ

ｔｙ Ｅｘｃｈａｎｇｅ Ａｃｔ に規定された

Ｆｕｔｕｒｅｓ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ Ｍｅ

ｒｃｈａｎｔ（以下「ＦＣＭ」という。以下同

じ。）である清算参加者をいう。）と清算受託契

約を締結した清算委託者の当初証拠金に係る

業務方法書第８７条第１項に規定する当社が

定める方法は、ＣＦＴＣ Ｒｅｇｕｌａｔｉｏ

ｎ １．４９に基づき信託業務を営む銀行への

信託により当社の固有資産、他の清算業務に係

る預かり資産、清算参加者が預託した清算預託

金及び第２項の清算委託者が預託した当初証

拠金とは分別して保管し、清算委託者ごとに区

分して帳簿により管理する方法とする。 

 

２ 清算委託者（第６項に規定する清算委託者を

除く。以下本項において同じ。）の当初証拠金に

係る業務方法書第８７条第１項に規定する当

社が定める方法は、次の各号に掲げる清算委託

者の当初証拠金の資産区分に応じて、当該各号

に定める方法とする。 

（１）～（２） （略） 

（３） 財務省証券 

次に掲げる方法により当社の固有財産、他

の清算業務に係る預かり資産及び清算参加

者が預託した清算預託金とは分別して保管

し、清算委託者ごとに区分して帳簿により管

理する。 

ａ アメリカ合衆国ニューヨーク州ニュー

ヨーク市に所在する銀行に開設された当

社名義の口座への記録 

ｂ （略） 

３～５ （略） 

６ ＦＣＭ清算参加者（Ｕ．Ｓ．Ｃｏｍｍｏｄｉ

ｔｙ Ｅｘｃｈａｎｇｅ Ａｃｔ に規定された

Ｆｕｔｕｒｅｓ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ Ｍｅ

ｒｃｈａｎｔ（以下「ＦＣＭ」という。以下同

じ。）である清算参加者をいう。）と清算受託契

約を締結した清算委託者の当初証拠金に係る

業務方法書第８７条第１項に規定する当社が

定める方法は、ＣＦＴＣ Ｒｅｇｕｌａｔｉｏ

ｎ １．４９に基づき信託業務を営む銀行への

信託により当社の固有資産、他の清算業務に係

る預かり資産、清算参加者が預託した清算預託

金及び前項の清算委託者が預託した当初証拠

金とは分別して保管し、清算委託者ごとに区分

して帳簿により管理する方法とする。 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和８年１０月５日から施

行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る当
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社と清算参加者の間の決済を行うために必要

な当社が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正

後の規定を適用することが適当でないと当社

が認める場合には、令和８年１０月５日以後の

当社が定める日から施行する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、改正後の第１３

条第１項ただし書及び第２項第２号の２並び

に第４４条第１項第２号ｃ及び第３号ｃの規

定は、令和８年１０月５日以後の当社が定める

日から施行する。 

 

（削る） 

 

別表３ 債務負担に係る条件等に係る想定元本

の金額 

取引の残存日数 想定元本 

（億円） より大き

い 

 以下 

－ ～ ４６ ６，４０

０ 

４６ ～ １０７（３

か月） 

２，１０

０ 

１０７（３

か月） 

～ １９８（６

か月） 

１，２０

０ 

１９８（６

か月） 

～ ３８１（１

年） 

１，１０

０ 

３８１（１

年） 

～ ７４６（２

年） 

４６０ 

７４６（２

年） 

～ １，８４２

（５年） 

２４０ 

１，８４２

（５年） 

～ ３，６６８

（１０年） 

１７０ 

３，６６８

（１０年） 

～ １０，９７

３（３０

年） 

１２０ 

１０，９７

３（３０

年） 

～ － ６７ 
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様式第３号 清算受託契約の様式（日本語） 

金利スワップ清算受託契約書 

（差換預託） 

第１６条 第１２条の規定にかかわらず、甲は、

あらかじめ乙の書面による同意を得て、乙から

交付を受けた金銭（日本円及び業務方法書等の

定めるところによりクリアリング機構が指定

する通貨に限る。）又は代用有価証券を委託当

初証拠金として保管することができる。 

２・３ （略） 

様式第３号 清算受託契約の様式（日本語） 

金利スワップ清算受託契約書 

（差換預託） 

第１６条 第１２条の規定にかかわらず、甲は、

あらかじめ乙の書面による同意を得て、乙から

交付を受けた金銭（日本円に限る。）又は代用有

価証券を委託当初証拠金として保管すること

ができる。 

 

２・３ （略） 

 

様式第３号の２ 清算受託契約の様式（英語） 

Interest Rate Swap Clearing Brokerage Agreement 
Article 16. Substituted Deposit 
1 Notwithstanding the provision of Article 12 of 

this Agreement, Party A may retain Japanese 
yen Cash, Cash in a currency other than 
Japanese yen designated by JSCC in 
accordance with the Rules or Eligible Securities 
Collateral delivered from Party B as Customer 
Initial Margin with the prior written consent of 
Party B. 

2・3 (Omitted) 

 

様式第３号の２ 清算受託契約の様式（英語） 

Interest Rate Swap Clearing Brokerage Agreement 
Article 16. Substituted Deposit 
1 Notwithstanding the provision of Article 12 of 

this Agreement, Party A may retain Japanese 
yen Cash or Eligible Securities Collateral 
delivered from Party B as Customer Initial 
Margin with the prior written consent of Party B. 

 
 
 
2・3 (Omitted) 
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金利スワップ取引清算業務に係る手数料に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（コラテラル手数料） 

第５条の４ （略） 

２ 各清算参加者の各月のコラテラル手数料は、

次の各号に掲げる費用を合計した額とする。 

（１） 国債証券の管理に係る費用 次の算式

により算出される額 

（各清算参加者が国債証券（金利スワップ取引

清算業務に関する業務方法書の取扱い第４

４条第１項第２号ｂ及び同条第２項第２号

ｂに規定する方法により管理されているも

のに限る。）により当社に預託している清算

基金等の額面金額の合計額を、各月において

平均した額）×（当該各月の日数）／３６５

×０．５０／１０，０００ 

（２） 米国財務省証券の管理に係る費用 次

のａからｃまでに掲げる算式により算出さ

れる額の合計額 

ａ （各清算参加者が米国財務省証券（金利

スワップ取引清算業務に関する業務方法

書の取扱い第４４条第１項第３号ｂ及び

同条第２項第３号ｂに規定する方法によ

り管理されているものに限る。以下本号に

おいて同じ。）により当社に預託している

清算基金等の額面金額（当社が公示により

定めるところにより円換算した額をい

う。）の合計額を、各月において平均した

額）×（当該各月の日数）／３６５×０．

５０／１０，０００ 

ｂ・ｃ （略） 

（３）・（４） （略） 

（コラテラル手数料） 

第５条の４ （略） 

２ 各清算参加者の各月のコラテラル手数料は、

次の各号に掲げる費用を合計した額とする。 

（１） 国債証券の管理に係る費用 次の算式

により算出される額 

（各清算参加者が国債証券により当社に預託

している清算基金等の額面金額の合計額を、

各月において平均した額）×（当該各月の日

数）／３６５×０．５０／１０，０００ 

 

 

 

 

（２） 米国財務省証券の管理に係る費用 次

のａからｃまでに掲げる算式により算出さ

れる額の合計額 

ａ （各清算参加者が米国財務省証券により

当社に預託している清算基金等の額面金

額（当社が公示により定めるところにより

円換算した額をいう。）の合計額を、各月

において平均した額）×（当該各月の日数）

／３６５×０．５０／１０，０００ 

 

 

 

 

 

ｂ・ｃ （略） 

（３）・（４） （略） 

 

付  則  

この改正規定は、令和８年１０月５日以後の

当社が定める日から施行する。 

 

 

 


